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別紙様式１－１（不祥事件等の報告（信用事業非実施組合）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

熊本県知事 ○○○○ 様 

 

 

住    所       

○○○○組合      

代表理事組合長 ○○○○ 

 

 

   不祥事件等届出書 

 

 ○○組合において不祥事件等が発生したので、水産業協同組合法第 126 条第

12 号及び水産業協同組合法施行規則第 224 条第１項第 17 号の規定に基づき、別

紙のとおり届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３７ 

 

 

別紙様式１－２（不祥事件等の報告（信用事業実施組合）） 

 

番     号 

年  月  日 

 

熊本県知事 ○○○○ 様 

 

 

住    所       

○○○○組合      

代表理事組合長 ○○○○ 

 

 

   不祥事件等届出書 

 

 漁業協同組合等の信用事業等に関する命令（平成 5 年大蔵省・農林水産省令

第２号）第 51 条第１項第 17 号の規定に基づき、別紙のとおり届け出ます。 

 

 



３８ 

 

不 祥 事 件 の 概 要 

（第   報） 

                              （    年  月  日現在） 

 １ 都道府県名   ２ 組合名   ３ 当初報告   年  月  日 

 ４ 発生した部門   ５ 不祥事件の種類   ６ 当事者の地位  

 ７ 
 経特 
 営徴 
 上等  
 の 

ア 組合員数 正     ウ 職員数          オ 貸 付 金 
         准       （うち信用部門） 
                                 カ 販売取扱高 
イ 役 員 数 理事    エ 貯 金 
         監事                     キ 資   本 

  ８ 
 不行 
 祥わ 
 事れ 
 件た 
 の時 
  期 

 自  年  月 
 
 至  年  月 
 
 期間 
    年  月 

 ９ 
 経 
 過 
 概 
 要 

 
 
 
 

 １０ 
 
  当 
  事 
  者 

 ア 職   名 
 

 イ 氏   名 
 

ウ  性 別 
 

 エ 年 齢 
 

  組合等(前身 
オ 団体を含む。) 
  在 職 年 数 

  性行、私 
 カ 的環境、 
  そ の 他 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 １１ 
 原因 
 
 動機 

 
 

 １２ 
 利用 
 した 
 手口 

 

   １３ 
 隠ぺいのため 
 特にとったと 
 思われる手段 

 

 １４ 
 
 発 
  
 覚 
  
 の 
  
 時 
  
 期 
  
 等 

  発 覚 の 
 ア 
  年  月 

 ウ 不祥事件の発生から発覚までの期間における行政庁検査、連合会監査、監事監査、内部検
査の実施状況    

 
  行政庁検査 

 
  連合会監査 

 
  監 事 監 査 

 
  内 部 検 査 

 
  年  月 

 
   年  月  日 
 

 
  年  月  日 
 

 
   年  月  日 
 

 
   年  月  日 
  

  発生から 
 イ アまでの 
  期  間 
 
  年  月 
 

    発覚の端緒 
 １５ 
   (該当に〇印) 

 ア 行政庁の検査  イ 連合会監査  ウ 監事監査  エ 内部検査 
  
 オ 警察の調査  カ 投書・電話  キ 役職員の発見  ク その他（    ） 

 １６ 
 
 
  事 
 
  後 
 
  措 
 
  置 
 
  等 
 

   組合のとった措置 

 １７ 
 
 
  被 
 
 
  害 
 
 
  状 
 
 
 況 

 

 被 害 額 
（Ａ） 千円 

  補填額又は補填見込額 
（Ｂ）       千円 

  実 被 害 額  
（Ａ－Ｂ） 千円 

 
（ア）当事者に対する処分 
 
 
（イ）そ の 他 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 当 事 者 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 親   戚 
 
 

 保 証 人 
 
 

 役   員  
 

 ウ 
 
 司 
 法 
 の 
 措 
 置 
 該 
 当 
 に 
 ○ 
 印 

 
起訴 
 

  有 ・ 無  職   員 
 
 

 
   年  月 

  

 
 
判決 
 

 
 有罪・無罪 

  

 
   年  月 

  

 
 
罪名 
 
 

 
 
 
 
 

  
   計 
 

 
 



３９ 

 

 

１８ 再発防止策等 

コンプライアンス・マニュアル策定の有無 有 ・ 無 

コンプライアンス規定策定の有無 有 ・ 無 

不祥事対応・防止マニュアル策定の有無 有 ・ 無 

 連続職場離脱の実施の有無 

（｢有｣の場合：実施割合（実施者数／職員数）） 

有 ・ 無 

（  ／  ） 

不祥事件等が防げなかっ

た管理上の問題点 

 

 

(未然に防げなかった組合の問題点を記入する。) 

 

講じた再発防止策  

 (発生原因を踏まえ、直ちに実施した再発防止策を具体的に記入する。また、再発した組合については、何故前回

策定した再発防止策が有効に機能しなかったのか、反省点を含めて記入する。) 

 

 

講じる再発防止策  

 (発生原因を踏まえ、今後講じていく再発防止策を具体的に記入する。) 

 

 

 

上記再発防止策の履行状況を確認するための手段  

 (上記再発防止策の履行状況をチェックするけん制体制(ダブルチェック)を具体的に記入する。また、再発した組合

については、前回の再発防止策の履行状況についても記入する。) 

 

 

 

 

１９ 超過理由 

行政庁への報告年月日   年  月  日 

（報告遅延理由） 

 

 

（行政庁への報告が不祥事件等の発覚した日から１ヶ月を超えてい

る場合（施行規則第224条第４項に違反する場合）は報告遅延理由を

記入する。） 

注１：第１報は、不祥事件等の発生を知った時点で知り得る範囲の情報を速やかに、本様式に記入して報告するこ

と。また、発生原因(調査・解明部署が行った調査結果を含む。)、被害状況、当事者等への処分及び再発防止

策については確定次第、第２報等として、速やかに再報告すること。なお、報告した内容に未定事項がある場合、

追加事項がある場合又は変更事項がある場合は、確定次第速やかに再報告すること。 

注２：第２報以降、追加で記述した部分はアンダーラインを付すこと。 

注３：１９「超過理由」については、行政庁への報告が不祥事件等の発覚した日から１ヶ月を超えている場合のみ記

載すること。 



４０ 

 

 

別紙様式２（自己資本基準等改善状況の報告） 

 

番 号 

年 月 日 

熊本県知事  ○○○○ 様 

○○組合 

代表理事組合長   氏   名     

財務改善計画の報告について 

    年 月 日付け（番号）をもって通知のあった標記の件について、別添のとおり改善計画を策定

しましたので報告致します。 

（別添）                                                                                

財務改善計画書 

○○組合 

１．財務の状況及び改善目標年度 

（単位：円） 

 金額 解消年度 

自己資本基準（施行令第１９条） 不足額 ▲ ○○年度 

他部門運用基準（施行令第２０条） 超過額 ○○年度 

注１：自己資本基準不足額は２．⑨（直近年度末の数値）と一致する。 

注２：他部門運用基準超過額は２．⑫（直近年度末の数値）と一致する。 

 

２．改善目標（総括表） 

（単位：％、円） 

 ○○年度末現

在 

○○年度末 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度末（

解消） 

自己資本の額 ①      

固定資産の額（減価償却累計額を除く） ②      

固定資産取得等のための借入金 ③      

土地の再評価差額相当額 ④      

規制対象固定資産の額 （②－③－④）＝⑤      

外部出資の額（外部出資等損失引当金を除く）⑥      

 うち系統・基金協会出資金の額 ⑦     

 

 

 

 

 

 

  

規制対象外部出資の額 （⑥－⑦）＝⑧      

自己資本不足額 （①－⑤－⑧）＝⑨      

比率 （①／（⑤＋⑧）×100）＝⑩      

他部門運用額 ⑪      

他部門運用超過額 （⑪－①）＝⑫      

他部門運用比率 （⑪／①×100）＝⑬      

 



４１ 

 

 

３．財務改善計画                                                                      

(1) 自己資本増強計画                                                              

① 取組方針                                                                    

                                                                                         

② 資本調達計画 

（単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

（解消） 

合 計 

 

当年度出資金増加額       

 

 

 

 

 

本出資金増加額       

 うち後配出資       

回転出資金増加額       

回転出資金減少額（▲）       

非累積的永久優先出資増加額       

内部留保増加額       

当年度増加額計       

期末自己資本額       

注：期末自己資本額は２．①の額と一致する。  

 

(2) 固定資産取得・処分計画                                                         

① 取組方針                                                                    

  

② 取得・処分計画                                                              

（単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

 

○○年度 

（解消） 

固定資産取得額       

 

 

取得予定施設内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産処分額       

 

 

処分予定施設内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

償却額（無形の直接償却含む）       

期末固定資産額       

注：期末固定資産額は２．②の額と一致する。 



４２ 

 

 

(3) 資金調達・償還計画                                                             

① 取組方針                                                                    

                                                                                         

② 借入・償還計画  

総括表                                （単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

（解消） 

合 計 

 

期首借入金残高       

借入額       

償還額       

期末借入金残高       

注１：水産業協同組合法施行規則第 204 条第２項で規定する借入金を記入する。              

注２：期末借入金残高の額は２．③の額と一致する。 

 

（うち○○資金又は○○からの借入）                                  （単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

（解消） 

合 計 

 

期首借入金残高       

借入額       

償還額       

期末借入金残高       

注：資金種類（系統資金、近代化資金、公庫資金、その他金融機関等）ごとに作成する。 

 

(4) 外部出資の出資・引揚計画                                                       

① 取組方針                                                                    

                                                                                         

② 出資・引揚計画                                                              

（単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

（解消） 

外部出資増加額         

 出資先内訳      

外部出資引揚額      

 出資先内訳      

償却・引当額      

期末外部出資額      

 うち系統・基金協会出資金額      

期末規制対象外部出資額      

 



４３ 

 

注１：期末外部出資額は２．⑥の額と一致する。 

注２：うち系統・基金協会出資金額は２．⑦の額と一致する。 

注３：期末規制対象外部出資額は２．⑧の額と一致する。 

 

(5) 他部門運用解消計画                                                             

① 取組方針                                                                     

                                                                                        

② 解消計画                                                                     

（単位：円） 

 ○○年度 

（直近） 

○○年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○年度 

 

○○年度 

（解消） 

期首他部門運用超過額        

当期解消額（▲）       

 

 

内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期末他部門運用超過額       

注：期末他部門運用超過額は２．⑫の額と一致する。 

 

（記載上の注意） 

 信用事業を行わない組合及び信用事業を行う組合で他部門運用額が基準を超過しない組合に

ついては、３．(5)を省略し、信用事業を行う組合で他部門運用額の基準のみ超過している組合

については、３．(2)～(4)を省略する（省略した場合は３．(5)を３．(2)とする。）。 
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別紙様式３（検査指摘事項に対する改善状況等の報告） 

熊本県達第   号 

住所 

○○組合 

 

  年  月  日付け○○第   号で貴組合に対し交付した検査書の「主要な

指摘事項」に係る改善状況について、水産業協同組合法（昭和２３年法律第２４２号）

第１２２条第１項の規定に基づき、報告を求めます。 

 

    年  月  日 

 

熊本県知事 ○○ ○○     

 

１ 提出書類 

   

２ 報告期限 

   

３ 報告先 

 

 

 

教   示 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日か

ら起算して３か月以内に、熊本県知事に対して審査請求をすることができます。た

だし、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であって

も、この処分の日の翌日から起算して１年を経過した場合は、正当な理由があると

きを除き、審査請求をすることができなくなります。 

２ 処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日（審査請求をした場合

は、当該審査請求に対する裁決があったことを知った日。以下同じ。）の翌日から

起算して６か月以内に、熊本県を被告として（熊本県知事が被告の代表者となりま

す。）提起することができます。ただし、この処分があったことを知った日の翌日

から起算して６か月以内であっても、この処分の日（審査請求をした場合は、当該

審査請求に対する裁決の日）の翌日から起算して１年を経過した場合は、正当な理

由があるときを除き、処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。 



　

          子　会　社　等　財　務　報　告　書

剰余金の配当状況

(%) (%) (%) (%) (%) (人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

○ ロ Ｄ 2 35.0 45.0 0.0 20.0 100.0 10 7 1,285,400 211,800 1,039,600 393,900 245,800 20,000 8,567,000 △ 12,000 △ 19,200 2,021 S55.10.1

1,285,400 211,800 1,039,600 393,900 245,800 20,000 8,567,000 △ 12,000 △ 19,200 2,021

２．記入上の留意点 ５．設立等事由
　①　「事業年度」は、前年４月１日から当年３月３１日の間に終了した事業年度について記入する。 区分 事由

　②　期間内に設立し、事業年度が終了していない場合は、３月３１日現在で可能な範囲で記入する。　 1 組合と就業形態が異なり、統一的労務管理が困難なため

　③　「連結対象」は、連結の範囲の法人か、持分法の適用により連結財務諸表に計上される法人かいずれかに○を記入する。 2 高度な専門知識又は特殊な技能を必要とするため

　④  「業種区分」は、主たるものを４から選択し、記号で記入する。 3 他の組合又は連合会と共同して事業を行うため

　⑤　「設立等事由」は、５から選択し、記号で記入。「その他」の場合には、備考欄に具体的に記入する。 4 地方公共団体(独立行政法人を含む。）と共同して事業を行うため

　⑥　「財産状態」は、貸借対照表をもとに作成する。　 5 その他（上記のいずれにも該当しないもの。具体的に６の特記事項に記入。）

　⑦　「損益状況」は、損益計算書をもとに作成する。
　⑧　「剰余金の配当状況」は、株主資本等変動計算書に注記された当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当額を記入する。

６．特記事項（作成上の前提等を記入する。）

区分
イ 　　子 会 社　

ロ 　　子 法 人 等 ( 子 会 社 を 除 く。 )　

ハ 　　関 連 法 人 等

４．業種区分

Ａ 信用事業（信用事業子会社に該当するもの。）

Ｂ 共済事業（共済事業子会社に該当するもの。）

Ｃ 石油供給（Ｄ、Ｅを除く。）

Ｄ 資材類供給（Ｃ、Ｅを除く。）

Ｅ 生活物資供給（Ｃ，Ｄを除く。）

Ｆ 販売事業

Ｇ 加工事業

Ｈ 製氷・冷凍冷蔵事業

Ｉ 自営事業

Ｊ リース事業

Ｋ 不動産事業

Ｌ 旅行事業

Ｍ 福祉事業

Ｎ 葬祭業

Ｏ 運送・輸送業

Ｐ その他（上記のいずれにも該当しないもの。具体的に１の備考欄に記入。）

水 産 株 式 会 社

計

３．法 人 の 形 態
法 人 の 形 態

区 分 業     種

資 本 計

当期売上高 経 常 利 益 当期純利益 配　当　額うち当組合
に対する債

権

うち当組合
に対する債

務

う ち
資 本 金

連
結
の
範
囲

持
分
法

当組合保
有分

組合の子
会社及び
子法人等
保有分

他の組合
保有分

その他

保　有　議　決　権　割　合
会社の役員

数 財 産 状 態 損 益 状 況

設立年月日 備 考
計

うち組
合出身
の役

員・使
用人の

数

資 産 計 負 債 計

４
５

［記入例］

 
 
 
 
 
別
紙
様
式
4
－
１
　
（
子
会
社
等
財
務
報
告
書
・
組
合
報
告
用
）

○ ○ ○ ○ 組 合

１．子会社等の概要

子会社等の名称

連結対
象 法

人

の

形

態

業

種

区

分

設

立

等

事

由



水 産 株 式 会 社 有 有 ○ ○ 部 有 有 無 有

※　記入上の留意点
　①　調査時点は、当該調査年度の４月１日とする。
　②　各項目には、「有」又は「無」のいずれかを記入する。
　③　「子会社等の管理部門」は、具体的な管理部門の名称を記入する。管理部門がない場合には空欄のままにする。

子　会　社　等　管　理　状　況　報　告　書
別
紙
様
式
4－
２
（
子
会
社
等
管
理
状
況
報
告
書
・
組
合
報
告
用
）

○ ○ ○ ○ 組 合

子 会 社 等 の 名 称

管 理 ・ 運 営 の 基 本 方 針 子会社等の管理業務の所管
理事会（経営管理委員会を置く組合にあって

は、
理事会及び経営管理委員会）への報告

監査
（関連法人等
を除く。）

備 考

４
６

その他理事会が
指示した事項

有

組合の中長期的
な経営計画及び
経営戦略の中で
の子会社等の位
置付け及び役割
の明確化の有無

子会社等におけ
る経営計画及び
経営戦略の策定
の 有 無

子 会 社 等 の
管 理 部 門

子 会 社 等
管理規程の有無

子 会 社 等
決 算 概 況

子 会 社 等
事業実績の有無

［記入例］



４７ 

 

別紙様式５ 

作成日： 年 月 日 

漁協台帳  ○漁業協同組合 

区  分  

名  称 ○○漁業協同組合 設 立     年  月  日 

所在地  

役員 

（改選） 

 

 地  区  

組 合 員 

総  代 

職  員 

 

資格審査 
審査月  

対象期間  

実施業務 
貯金 貸付 共済 購買 販売 

製氷 
冷凍 

漁業 
自営 

加工 指導 利用 
漁場 
利用 

無線 保管 
決算期 ○月 

             

沿
革 

 

役
職
員 

 

概
要 

 

組
織
・
経
営
体
制 

 

経
営
状
況 

 

法
令
順
守
態
勢 

 

特
記
事
項 

 

 

課
題
・指
導
方
向 

 

 



４８ 

 

別紙様式６ 

水産団体指導記録 

作成日  年 月 日 記録者            ㊞ 

１漁協名等  

２ 表 題  

３ 区 分 
□①改善指導報告 □②漁協相談対応 □③状況報告・情報収集 

□④その他（      ） 

４ 期 日  年 月 日（ ） 

５ 時 間   時  分 

６ 場所等 □漁協 □団体支援課 □電話 □その他（    ） 

７ 先 方  

８ 当 方   

９ 概 要 

 

 

□事後指導 □関連情報 □その他（      ） 

１ 日 時  年 月 日（ ） 時 分 

２ 場所等 □漁協 □団体支援課 □電話 □その他（        ） 

３ 先 方  

４ 当 方  

５ 概 要 

 

 



別紙様式７

実務相談記録簿　　（　　○年度）

大項目 小項目

質問等

回答又は対応の内容
案件 質問等の内容

 ４９


